
「働く留学生」の進路決定に関する考察

一在留資格 「特定技能」は新たな選択肢になり得るカー

川久保 華世

1.研 究の背景

1.1日 本語学校の変化とその背景

近年、日本語教育機関(以 下、日本語学校)に 在籍する留学生が著しく増加 してい

る。 日本学生支援機構…の調査によると日本語学校留学生の数 は2011年 の25,622人 か

ら2019年 の83,811人 と8年 で約3.5倍 に増加 した(日 本学生支援機構2021)。2020

年度の日本語学校の留学生数は、新型 コロナウイルス感染症の拡大の影響により留学

生の入国が制限されたため、60,814人(日 本学生支援機構2021)で 前年比が一28%と
一時的に激減 しているものの

、新型コロナ ウイルス感染症の拡大の影響を受けなかっ

た2014年 から2018年 の5年 間における前年比の平均増加率は123%で あるため、新型

コロナウイルス感染症の流行収束後には増加傾向に戻ると考えられる。長期的な 日本

語学校留学生の増加 と並行 して、その出身国の構成が大きく変化 している。2012年 の

日本語学校留学生の出身国の構成比は中国62%、 ベ トナム7%、 ネパール4%で あったの

に対 し2019年 には中国36%、 ベ トナム33%、 ネパール9%と 中国が約半分に減少 しベ ト

ナムは約4倍 、ネパールは約2倍 に急増してお り、 日本語学校留学生の出身国が漢字

圏の中国か ら非漢字圏のベ トナムやネパールなどへと移行 している。

こうした変化の背景には送 り出し側 と受け入れ側双方の事情がある。佐藤(2016)

によると、ベ トナムの場合は2014年 の若者(15～24歳)の 失業率が6.3%と 高 く、ベ

トナム国内よりも給与および職場環境の良い先進国での就職を希望 して、日本への留

学が増加 している。ネパー・一・ルの場合でも、留学が貧困脱出の手段(浜 田2014)と なっ

てお り、両国とも1週 間に28時 間のアルバイ トが留学生にも許可されていることが

日本への留学を希望する大きな要因になっている(佐 藤2012)。 一方、受け入れ側で

ある日本では単純労働者が不足しているとい う事情があり、運送業の仕分け業務、飲

食店、コンビニエンスス トア、飲食製造業などの業種では留学生のアルバイ トが欠か

せない労働力となっている。なお、ここでは単純労働者を専門的 ・技術的分野以外の

労働者 と定義する。

日本語学校留学生数の急増には、こういった 日本国内の労働力不足に関する事情に

加 え、留学生30万 人計画が大きく関わっている。留学生30万 人計画とは、政府の 「グ

ローバル戦略」の一環 として優秀な留学生を戦略的に獲得するために、2008年 に打ち

出された留学生政策である。これは、2020年 を目途に30万 人の留学生受け入れを目

指す(文 部科学省2008)も ので、2019年 に達成 されているが、大学などの高等教育

機関だけではなく、日本語学校留学生の増加 によるものが大きい。留学生30万 人計画

について、岩切(2017)お よび井上(2019a)は 、「留学生のアルバイ トが非熟練労働

を担 う労働移民の役割をバ ックドアとして支 えている」と指摘 してお り、日本語学校
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に在籍しながらアルバイ トをする留学生の存在を常態化 させている。留学生に許可 さ

れる1週 間に28時 間という法定時間を超えるアルバイ ト(以下、オーバーワーク)を

する留学生は、労働収入を主目的に来 日する 「偽装留学生」だとしてマスコミに取 り

上げられ、社会問題 として注目されるようになった。一方で、岩切(2017)は 、ネパ

ール人の日本語学校留学生の経済的状況の厳 しさを明らかにしてお り、オーバーワー

クをしないで留学生活を続けることは経済的に困難な状況 にあると述べている。 しか

し、留学生がオーバーワークをすることは違法であるため、在留資格の期間の更新(以

下、在留期間更新)お よび 日本での就職に必要な就労資格への変更が不許可になる事

態に繋がる。

ここで、日本語学校に在籍 しながらアルバイ トをす る学生を岩切(2015、2017)に

従って 「働 く留学生」と定義する。この用語は 「偽装留学生」が批判的意味合いを有

するため、そのバイアスから切 り離すことを目的として中立的な立場で使用する。な

お本稿においては、「働く留学生」の うち非漢字圏留学生の多数を占めるベ トナム人お

よびネパール人の留学生を対象 とする。

1.2「 特定技能」の創設と日本語学校留学生の進路選択の広がり

1.2.1「特定技能」概要

このような日本語学校留学生を取 り巻 く状況下、2019年4月 に特定技能制度が創設

された。「特定技能」とは就労のための在留資格で、深刻化する人手不足に対応するた

め一定の専門性 ・技能を有する外国人材を受け入れるための制度(出 入国在留管理庁

2018)で ある。以下、創設当時(2019年4月)に おける制度概要を記す。なお、ここ

に記した制度概要は2019年4月 および7.月 に行った調査時および本論文執筆(2022

年3月 現在)ま で変更はない。受け入れの対象となる産業種は14分 野(以 下、特定産

業分野)あ り、「特定技能」は技能水準により特定技能1号 と特定技能2号 に分けられ

ている。特定技能2号 は、従来の就労が認められる在留資格 と同水準に位置づけられ、

特定技能1号 はその下位の水準に位置づけられている。特定技能1号 は通算5年 およ

び家族帯同不可 とい う制限が設けられているが、特定技能2号 にはこの制限がないこ

とが大きな特徴で、14分 野のうち、建設、造船 ・舶用工業の2分 野のみが対象 となっ

ている。(2021年12月 現在)。特定技能2号 に適合する技能水準を持っていることは

試験等によって確認 されるが、試験はまだ実施 されていない。政府は特定技能制度創

設 より5年 間で34万5,000人 の 「特定技能」取得者 を見込んでいたが、2021年9月

時点での同取得者数は38,337人(出 入国在留管理庁2021)と 見込み数に対 して1割

程度にとどまっている。そのため政府は特定技能2号 の対象業種を現在の2分 野か ら

その他の分野への拡大を検討 していることを明らかにした(2021年11月18日 内閣官

房長官記者会見において記者か らの質問に対しての回答)。

特定技能2号 は、長年の実務経験等により身につけた熟達した技能であって、現行

の専門的 ・技術的分野の在留資格を有する外国人と同等又はそれ以上の高い専門性を

要する(出 入国在留管理庁2018)た め、実質上日本語学校留学生の進路対象にならな
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いと考えられる(2022年3.月 現在)。本稿では在留資格特定技能1号 を指す場合に 「特

定技能」、制度を指す場合に 「特定技能制度」と記す。 「特定技能」を取得するには、

18歳 以上であることおよび政府が定めた国内外で実施 される日本語能力水準 と技能

水準を測る試験の両方に合格する必要がある。

1.2.2進路としての 「特定技能」

日本語学校の留学生が日本で就職するための在留資格を得るためには、母国で高等

教育を修了していることが必要である。そのため、これまでは高校卒業後に母国で進

学をせず来 日した留学生は進学 とい う選択肢のみであった。 しかし、特定技能制度の

創設により、日本語学校から直接就職するとい う新たな選択肢ができたことになる。

「特定技能」は日本語学校留学生にとってどのような選択肢 となるのだろうか。 ここ

では、就労のために得る在留資格の比較および 日本語学校留学生の経済事情か ら検討

する。

まず一般的に留学生が就職する際に取得する在留資格(以 下、就労ビザと称する)

と 「特定技能」の違いを移住に関する条件か ら比較する。就労ビザは、家族帯同可、

在留期間の上限がなく、永住許可申請に必要な就労資格に含まれる。一方、「特定技能」

は家族帯同不可、在留期間の上限(5年)が 設けられてお り、永住許可申請をす る場

合に必要な就労資格にも含まれない。次に 「働く留学生」の背景を考慮 して 「特定技

能」を取得 した場合のメリットとデメリットを比較する。メリットについては次の3

つが考えられる。1つ 目は就職が容易なことである。「特定技能」が深刻な人手不足を

解消するために創設 されたという目的上、就職は比較的容易であると考えられる。2

つ 目は 「特定技能」の取得要件に学歴が含まれないため、就労ビザよりも取得が容易

なことである。3つ 目は経済負担が軽減することである。「特定技能」を選ぶとい うこ

とは、実質上進学 しないことなるため進学費用が不要 となる。一方、デメリッ トにつ

いては次の3つ が考えられる。1つ 目は、上述 したように就労ビザと比較 して移住者

としての制限があることである。2つ 目は、就労できる職種は深刻な人手不足に陥っ

ている14種 に制限されているため、高度な知識 や技術が求められる専門的業務に就

くことができないことである。3つ 目は2っ 目と関連 して高水準の給与が期待できな

いことである。

筆者は、以上に述べたメリット・デメ リットを比較 した上で 「働 く留学生」は 「特

定技能」を進路として選択すると仮定した。なぜなら、「働 く留学生」の経済的事 陪は

切実であり、一刻も早くその困難を解消する選択をすると考えたからである。また、

在留資格を失 うリスクを冒してまで就労ビザのメ リットを求めないと考えた。筆者は

日々 「働 く留学生」 ど接する中で、校内での活動費や学外試験費用などいずれも数千

円の徴収が必要な際に、彼 らの給料 日まで待たなければならないといった状況に遭遇

し、彼 らが経済的に困難な状況にあることを実感 していた。こうした経済状況では多

額の進学費用を工面するために違法なオーバーワークをする可能1生が高 くなり、在留

資格を失 う恐れがある。 さらに、特定技能制度が創設 される前年度において専門学校
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を卒業 した留学生の就]職率は約37%と 低 く(日本学生支援機構12020)、 「働 く留学生」

にとって進学後に就労 ビザを取得することは不確実性が高い。

2.先 行研究

ここでは、過度のアルバイ トをする 「偽装留学生」の存在 と日本語学校の評価をめ

ぐる議論についての先行研究を概観する。井上(2019a)は 日本語学校の評価に日本語

能力試験(以 下、JLPT)の 結果を用い、留学生が上から2つ 目のレベルであるN2以 上

の取得者が40%未 満の学校を不良校 と位置づけた。また、N2以 上の日本語能力がない

留学生が高等教育機 関に進学する理由を、「留学ビザを延長 して、週28時 間の限度を

超えてアルバイ ト労働 に従事するため」と説明している。さらに井上(2019b)で は、

「日本語学校から高等教育機関へ進学する留学生の半数以上がN2以 上の 日本語能力

をもっていない一すなわち 『偽装留学生』の可能1生が高い」 と述べている。
一方
、矧li(2019)は このような 「日本語学校で学ぶことは単なる出稼ぎの一形態

である」とい う認識に対 し、 「日本語学校が教育達成を通 じた移住過程の一部である」

とい う命題を多角的に検証することを目的として、 日本語学校留学生を対象に質問紙

調査(n=902)を 縦断的に行った。その結果、全体では70.6%が 卒業後に日本の専門学

校や大学 ・大学院へ進学 し、全体の20%が 日本での就職を希望してお り、日本語学校

留学生の多くは、 日本で高等教育を受けること、さらに就職を通 じて中長期的な日本

在留を希望するものが一定数いることを明らかにした。そして、「日本語学校で学ぶ留

学生の多 くが短期的な経済的利得を目的とした出稼ぎ労働者であるとい う見方は、学

歴や 日本語能力が低い一部の層に限って妥当し、全体を代表す るとはいえない」 と述

べ 「日本語学校は教育達成を通じた移住過程の一部である」と結論づけている。

井上はこの結論に対 して、学生の自己申告調査による論証であるとして疑問視 して

お り、井上(2019b)で 公的データを用いて反論し、是川(2019)の 結論は立証 されて

いない と主張している。

他方、文部科学省が 日本語による授業によって適正な教育水準を維持するためには、

受講i者の日本語能力がN2以 上であることが 目安である(文 部科学省2020)と してい

ることか ら、井上がN2以 上の取得者率を日本語学校および留学生の評価指標 とした

ことには、一定の妥当性が認められる。 しか し、留学生が 日本語学校に在籍すること

ができる2年 間のうちに、非漢字圏出身の留学生がN2に 合格することは困難である

(富谷 ・隔 、2018;志 甫2015)。 そのため、N2以 上の取儲 率を日本翻 交の絶

対的な評価指標として使用 し、かっN2以 上を持たない学生を 「偽装留学生」と判定す

ることは、非漢字圏出身の留学生の自己相対的な学習達成度を考慮せず、法律の範囲

内で働 きながら中長期的に 日本に在留することを希望する留学生の排除に繋がる。ま

た、留学生たちの進学に対する希望や中長期的な在留意識を無視 した判断である可能

性がある。
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3.研 究目的

このような状況下、2019年4月 に特定技能制度が創設された。これによって日本語

学校から直接就職することが可能 となったことのみならず、在学中に在留資格 「特定

技能」を取得す ることで、卒業を待たずに就職することも可能となった。井上(2019a)

が主張するように、N2の 取得をできない留学生の進学理由が 「ビザを延長 して週28

時間の限度を超えてアルバイ ト労働に従事す るため」だけであれば、「偽装留学生」た

ちは、合法的に週28時 間以上の労働が許可される 「特定技能」を取得すると考えら

れ、進学を希望する「偽装留学生」は大幅に減少するのではないだろうか。筆者は1.2.2

で述べたとお り、「特定技能」は移住者 としての制限など多くのデメリットがあるもの

の経済的事晴および在留資格を安定的に取得できることから多くの 「働 く留学生」は

進路の選択肢 として 「特定技能」を取得 して就職すると考えた。

こうした議論や仮説は留学生の視点が欠けているが、当事者の視点を加えることで

多角的な考察が可能 とな り、教育現場へのよりよいフィー ドバックになると考える。

そのため本研究では当事者の視点を加えることを主軸に 「働く留学生」の特定技能

制度に対する意識をインタビュー調査する事例研究を実施した。特に以下の2点 を重

点課題 とした。① 「特定技能」は 「働 く留学生」の新たな進路 となるのか。② 「働く

留学生」は 「偽装留学生」なのか。

大谷(2019)は 質的研究の結果は、被想定背景集団1の 人たちに 「適用」できると

い うより、む しろ、そのような人たちの 「理解」を助けるものとなるとい う方が適切

であると述べてお り、本研究の結果が 「働く留学生」に一般化されるものではなく、

調査協力者 と共通の特性をもつ人々の理解を助けるものとなりうる。また、留学生は

就職することで中長期的に日本社会の構成員 となっていく可能性があるため、本研究

によって得られる知見は、受け入れ側の日本社会にとっても重要な情報である。 さら

に、特定技能制度の見直しが行われるため、特定技能制度が創設 された直後において

対象者 となる者の生の声を記録 しておくことは、 日本の外国人受け入れ制度を検討す

る上で貴重な資料 となる。

4.研 究方法

4,1調 査概要と調査協力者

本研究は 日本語学校に在籍する留学生を対象に して2019年4月 から同年7Hに か

けてインタビュー調査を行った。調査協力者は調査当時の筆者の勤務先であり、神奈

川県に所在す る日本語学校A校 に2018年4月 もしくは10月 に来 日、入学 したネパー

ルおよびベ トナム人留学生である。A校 には進学コースのみ設置 されてお り、全員が

進学予定の留学生 として入学 していた。「特定技能」は2019年 に創設 されたため、2019

年度の卒業生は 「特定技能」が進路の選択肢 として加えられた初めての留学生であっ

1大谷(2019)は 質的研究の調査対象者は集団を代表するサンプルとして選ばれるのではなく、選ば
れた人たちの集団が暗黙に 「想定される」とし、量的研究の 「母集団」とは鴎1」して 「被想定背景
集団」と呼んでいる。
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た。調査対象のA校 では、当時の在籍者のほぼ全員が 「働 く留学生」であり、 日々の

教育活動を通 してすでに筆者 と留学生とのラポール2が 形成 されていたため、本研究

の調査対象 として適 していると判断した。

調査協力者は、2019年 度に卒業予定であった在籍者30人(ネ パール人24人 ・ベ ト

ナム人5人 ・スリランカ人1人)の うち調査依頼を承諾し、かつ時間的にインタビュ
ーが可能であった23人 を対象 とした

。調査協力者の属性は次のとお りである。ネパー

ル人が21人(男 性14人 、女性7人)、 ベ トナム人が2人(女 性2人)の 合計23人 で

あった。年齢は19～26才 で、最終学歴は高校が17人(内 、大学中退者が2人)、 大学

が4人 、大学院が1人 、短大が1人 であった。希望進路は専門学校に進学が19人 、大

学か専門学校に進学が2人 、就職が2人 であった。 日本語のレベルについては進路選

択に一番近い時期(2019年12月)に 実施された日本語能力試験の受験レベルを記す。

N2が1人(0)、N3が22人(2)、 であり、全員がN3取 得を目標にしたクラスに所属

している。*()内 は合格者数を示す。

調査協力者の来 日理由については 「日本語 や、専門分野を勉強 したい」が12件 、「日

本 ・日本文化が好き」が4件 、 「人やニュースの影響」が2件 、 「就職 したい」が3件

で、その他 「日本で優れた教育を受けて、母国に広めたい」「いろいろな国へ行きたい」

であった(n=16、 複数回答)。

4.2イ ンタビュー内容

インタビューは半構造化形式で行い、質問内容はA:進 路、B:学 費の支払い、C:ア

ルバイ ト状況、D:日 本での就労希望の有無、E:特 定技能制度への意識の5つ のカテ

ゴリーとした。A～Dの 質問は 「特定技能」を進路 として選択するか否かの背景を明 ら

かにするために設定 した。表1に 具体的な質問を記す。

表1イ ンタビュー質問リス ト

カテゴリー 質問

A進 路 進学をして何を勉強したいですか

B学費の支払い 日本語学校の学費は誰が払いますか

進学後の学費は誰が払いますか

経費支弁者の仕事は何ですか

Cア ルバイ ト状況 どんなアルバイ トをしていますか

今のアルバイ トについてどう思いますか

日本語学校を卒業後、今のアルバイ ト先に就職したいですか

D日本での就労希望 日本で働きたいですか

2感情の交流が行えるような信頼関係のことを指す
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どれくらいの期間働きたいですか

E特 定技能制度への意識 日本語学校卒業後、 「特定技能」を取得しようと思いますか

それはどうしてですか

4.3分 析方法

分析は、佐藤(2008)を 参考にして以下のよ うに行った。まず、インタビューデー

タの中で質問に対する回答にあたる部分(以 下、セグメント)お よび質問に対 して直

接的な回答ではないが、語 られた内容が予定 されていた質問の回答にあたるセグメン

トに対しコーディングを行った。次に、調査協力者(事 例)を 縦軸に、質問内容を横

軸にしてマ トリックスを作成 し、セグメン ト単位でインタビューデータを記入 した。

空欄が生じた場所はデータの欠損部とみなし、可能な限 りフォローアップ ・インタビ

ューを実施 して補完 した。そ して、セグメン トを抽出し、付 されたコー ドを分類 した

後、各セグメン トの要約を繰 り返 し、コー ドを精緻化させた。その後、縦軸のコー ド

(各質問項 目)の 集計を行い全体の傾向を捉えた。集計結果は5.1全 体の傾向で提示

した。全体の傾向を概観 した うえで、5.2個 別の事例では、全体の傾向に沿 うものお

よび特異な例や重要だと考えられる事例を取 り上げ、インタビューデータを提示 し、

他の事例および先行研究の知見を交えて分析お よび考察を行った。

インタビューデータの提示の際に使用 した記号は以下のとお りである。各データに

は《○(○ は調査協力者に対 してインタビューを行った順に付 されたアルファベ ット)

さん(国 籍)の 事例 》とインタビューデータ名を付す。【】にはそのデータで示 した

いインタビュー内容のポイン トを示す。筆者(イ ンタビュアー)の 発話は 〉で、調査

協力者の語 りはアルファベ ットで示 した。提示 されたインタビューデータの中で筆者

が特に注目 ・強調したい ところに下線 を引いた。

5.結 果と分析

5.1全 体の傾向

5.1.1選 択の背景①

はじめに、「働 く留学生」が進路を選択す る際の背景 となる日本での就職希望の有無

を確認し、その後に希望専攻分野3、学費の支払い者の職業についての結果を示す。

日本での就職希望の有無(n=23)を 集計した結果は、希望す るが96%(22人)で 、

帰国予定の1人 を除き全員が希望してお り、 日本での就職を希望す る傾向が顕著であ

った。

希望専攻分野(n=21、 複数回答)を 集計 した結果は、 ビジネスが33%(9件)、IT

が22%(6件)、 ホテル ・観光が19%(5件)、 自動車が15%(4件)、 経済 と料理およ

3文部科学省は専門学校を教育内容により工業
、農業、医療、衛生、教育 ・社会福祉関係、商業実務

、服飾 ・家政関係、文化 ・教育の8分 野に分けているが、ここではその下位分類にあたる学科や
コースで分類している
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び、わからないがそれぞれ4%(1件)で あった。この うち、自動車、料理、ホテル ・

観光は特定産業分野に該当にする。希望専攻分野に占める特定産業分野の割合は38%

であることか ら、 日本で就職を希望 している者の中に、特定産業分野での就職を希望

している者が一定数いると考えられる。

本人以外の学費支払い者の職業(n=22)を 集計 した結果については、農業4が77%

(17人)、 農…業以外(自 営業、製造業、軍人)が23%(5人)で あった。この結果を見

ると多くの場合は農業従事者である親が学費を支払っていることになる。

次に、アルバイ ト先に対する集計結果をみてい く。アルバイ ト先の業種 を集計(rF20)

した結果は、食品工場が50%(10人)、 飲食店が20%(4人)、 運輸業集配所が20%(4

人)、 コンビニエンスス トアが10%(2人)で 、食品工場が最も多かった。食品工場と

は弁当製造などの食品を製造する工場のこと、飲食店は飲食物を提供す るサービス業

を指す。この うち食品工場、飲食店は特定産業分野であり、本事例において 「働 く留

学生」は特定産業分野で多く働いていることが明らかになった。

アルバイ ト先への意識については回答を好意的 ・非好意的 ・分類不可に分けて集計

した(n=23、 複数回答)。1つ の回答が好意的な回答 と非好意的な回答の両面をもつ場

合、インタビューデータの文脈から筆者が判断 した。結果は、好意的が75%(36件)、

非好意的が10%(5件)、 慣れた ・毎 日の勤務はちょっと大変など、どちらとも判断で

きない分類不可が15%(7件)で あ り、全体的には非常に好意的に捉えられているこ

とがわかる。アルバイ ト先での就職希望の有無についての集計(n=22)し た結果は、

「希望する」が82%(18人)、 「希望 しない」が18%(4人)と 希望するとい う回答が多

数を占めた。

次に、アルバイ ト先に就職を 「希望する」とい う回答の希望時期別の内訳(n=17)

を見てみる。a「時期を問わずしたい」が6%(1人)、b「 日本語学校卒業後は したいが、

専門学校卒業後はしたくない」が35%(6人)、c「 日本語学校卒業後はしたくないが、

専門学校卒業後はしたい」とd「 日本語学校卒業後はしたいが、専門学校卒業後は不

明」が18%(3人)、e「 日本語学校卒業後は考えるが、専門学校卒業後はしたい」が6%

(1人)、f「 時期不明」が18%(3人)で あった。この結果より就職に対する意識を推

察することが可能である。まずa「 時期を問わず したい」は進学よりもアルバイ ト先

で就職を希望していると考えられ る。b「日本語学校卒業後はしたいが、専門学校卒業

後は したくない」は 「進学 して専門性を活か した就職を希望 している」と考えられる。

c「 日本語学校卒業後はしたくないが、専門学校卒業後は したい」は専門学校へ進学

した上で、アルバイ ト先に就職を希望すると考えられる。この場合、アルバイ ト先で

は進学で得た専門性を活かす ことは難 しいと考えられるが、何 らかの理由で今のアル

バイ ト先を大変好んでいると考えられる。以上より本事例における 「働 く留学生」は

アルバイ ト先での就職を希望する者が多いものの、進学 との関連性からその時期や意

4農業の内容は乳牛や鶏なども含まれていたため多くの揚合は畜産業を兼ねていると考えられるが、
ここでは農業と表記する。
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識に関しては一様でなく、アルバイ ト先に就職を希望することが 「特定技能」選択に

直接的につながるわけではないと言える。

ここまでの結果か ら、本事例の範囲では 「働 く留学生」の多くはアルバイ ト先で就

職を希望してお り、そのアルバイ ト先の多 くは特定産業分野であることが明らかにな

った。このことから、「特定技能」であれば、希望するアルバイ ト先において就職でき

る可能性があると言える。この点を踏まえた上で、次に特定技能制度への意識に対す

る結果をみていく。

5.1.2特 定技能制度への意識 と選択①

表2は 「特定技能」を進路として選択するかについての回答を集計した(n=23)結

果である。 「選択する」が4%(1人)、 「選択 しない」が83%(19人)、 「わからない」

が13%(3人)で あり、「選択 しない」が約8割 を占めた。「選択する」と答えた1人 お

よび 「わからない」と答えた3人 の うちの1人 の計2人 を対象 にして、「選択す る」要

因を分析するためフォローアップ ・インタビューを行ったが、その際は2人 とも 「選

択 しない」に変更 していた。またフォローア ップ ・インタビューを行わなかった残 り

の2人 も、2019年10月 末時点には進学先を決定してお り、結果 として全員が 「特定

技能」を選択 しなかったことになる。

次に、「特定技能」を選択 しない要因を分析する。表3は 「特定技能」を選択 しない

要因についての回答を、制度に関わる回答 と制度以外によるものの回答に分けて集計

した(n=19、複数回答)。制度に関わる回答の内訳は、「在留期間の制限」が53%(9件)、

「家族帯同の制限」が29%(5件)、 「制度の不明瞭さ」が12%(2件) 、「来 日している

か ら必要ない」が6%(1件)で 制度に関わる要因のうち 「在留期問の制限」によるも

のが半数を超えた。そこで就職後に希望する在留期間別に集計 した(n=21)結 果、「3

～5年 程度」が24%(5人) 、「5～10年程度」が43%(9人)、 「10～15年程度」が14%

(3人)、 「その他」が19%(4人)で あった(表4)。 「その他」には 「なるべ く長 く」、

「一生いてもいい」など期間を限定せず、より長期を希望す る内容のみで長期間在留

を希望しているものが多かった。一方、「選ばない」要因の うち、制度に関わるもの以

外はすべて 「上昇志向」であった。「上昇志向」とはキャ リアアップを目指す内容のも

ので、進学希望、日本語能力の向上、日本文化への興味 といった内容であった。なお、

「選択する」要因については、5.2個 別の事例の 「特定技能」を選択する要因で述べ

る。以上のことから、本事例の範囲では、「特定技能」を卒業後の進路 として選ぶ 「働

く留学生」はいなかった。
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表2「 特定技能」を選択するか 表4就 職後の希望在留期間

回答 人数 割合(%) 期間 人数 割合(%)

選択する 1 4 3～5年 程度 5 24

選択 しない 19 83 5年 ～10年 程度 9 43

わからない 3 13 10～15年 程度 3 14

計 23 100 その他 4 19

計 21 100

表3「 特定技能」を選択 しない要因

制度に関わるもの 回答 割合(%) 制度以外のもの 回答 割合(%)

在留期間の制限 9 53 上昇志向 13 100

家族帯同の制限 5 29 計 13 100

制度の不明瞭さ 2 12

来 日しているから

必要ない
1 6

計 17 100

5.2個 別の事例

5.2.1選 択の背景②

ここでは、5.1全 体の傾向で明らかになった 「働く留学生」は 「特定技能」を選ばな

い とい う結果についての代表的なものおよび反証的である例、重要だと考えられる個

別事例を取り上げる。

《Rさ ん(ネ パール)の 事例》 【学費】

Rさ んは専門学校の入学試験に合格 したものの、学費を工面できず学費納付期限を

過ぎて しまった。筆者は 日常のRさ んとのや りとりから学費納付に間に合わなかった

ことを偶然に知 り、進学先に納付期限の延長を依頼するように指導 した経緯 がある。

その結果、特例措置を受けて、期限超過後に学費を納付す ることができた。 このイン

タビューはその納付 を済ませたばかりのときに行ったインタビューである。

〉:こ こ(専 門学校への学費支払い者)は 、Rさ んとお母 さんと半分半分って言っ

てたっけ。

R:あ 、本当は全部 自分で払いました。

(省略)

〉:生 活のお金 どうしたの。友達に借 りた?

R:は い。ちょっと大変になりました。

(省略)

〉:じ ゃ、次の(学 費を払 うための)プ ランどうする?

R:た ぶん、今ちょっとビザは大変になるので、アルバイ トは1つ だけや りま

す。

〉:これ(ア ルバイ ト1つ だけ)で(次 の学費納付額の)60万 円貯められるかな?
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Rそ の時は、できないと思ったら 家族に助けてもらう。

Rさ んは学費を自分で支払 うためアルバイ トのかけもちをして専門学校の学費を納

付 した結果、生活は困窮 したとい う。 しか しこのような働き方を続けると、法定の週

28時 間を大幅に超えて、専門学校に進学する際に在留期間更新が不許可になるリスク

がある。そのため、今後は 「アルバイ トは1つ だけ」すると語っている。そこで、筆

者がアルバイ トを減 らしても、この先の学費の支払いが可能なのかを尋ねると、Rさ

んは無理な場合は家族の支援を仰 ぐと語っている。5.1全 体の傾向では、学費支払い

者の約8割 が農業に従事 していた。 しかし、ネパールの主要産業の農業だけで生計を

たてるのは難 しい(浜 田2014)こ とに加え、ネパールの1人 あたりのGDPは 約1,034

ドル(外 務省2020)で あることか ら鑑みると、実際には 日本への仕送 りはほぼ不可能

であり、本人がアルバイ トの収入で学費を支払っている可能性が高い と考えられる。

Rさ んの事例のように、「働 く留学生」の中には進学は決まっていても、日本でのアル

バイ ト収入以外に学費の支払いについての見通 しがついていない者が一定数存在する

のではなかろうか。

5.2.2特 定技能制度への意識 と選択②

5.2.2、1「特定技能」を選択 しない要因

5.1全 体の傾向では本研究における 「働 く留学生」が 「特定技能」を選択 しない要

因のうち、在留制限などの制度に関わるもの以外は、上昇志向によるもので占められ

た。ここでは、Qさ んとRさ んのインタビューデータを通 してその上昇志向の内容に

ついての詳細をみていく。

《Qさ ん(ネ パv-・・一・ル)の 事例》 【自己実現】

Q:今 、 日本語学校を卒業 したら、(「特定技能」では)仕 事をしたくないです。

専門学校で勉強したいんです。

〉:そ れはどうしてですか?

Q:今 、 目本語をちゃんとできないから。専門学校に入 りたいです。専門学校が

終わった ら、日本のビジネスの仕事を、 日本のビジネスの会社に入 りたいで

す。それか らたくさんお金をもらったら家(国)へ 帰ってITの 店を開きたい

です。

Qさ んは、将来母国でIT関 連のビジネスを始めるために、専門学校に進学を希望し

ている。また 日本語能力が不足 してお り、 日本語能力を高めなければ就職できないと

考えている。いわば、帰国後の準備 として進学を希望していると言える。

《Rさ んの事例(ネ パール)》 【自己実現ができない制度】

Rさ んは将来は母国でソフ トウェアデザイナーになることを目標 としている。

R:5年 のビザ(「特定技能」)を もらえば、あと日本語がちょっとしか話すことが

できません。それと漢字がわか りませんから難 しいと思います。 日本語は。

〉:ど うして 日本語と漢字が必要ですか。
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R:日 本語はわかりません と、仕事が大変にな ります。自分が働 きたいことがもら

えませんから。

Rさ んの場合、希望職種に就 くためには更に日本語能力を向上させることが必要だ

と語っており 「特定技能」では自己実現できない と考えている。

以上、Rさ んとQさ んの事例より本事例における 「働く留学生」が 「特定技能」を

選ばない要因は、希望職 種がないことと、日本語能力を向上する機会がないことが関

わってお り、上昇志向を満たすことができず、特定技能制度は自己実現ができる制度

ではないと捉えられていることが伺える。

5.2.2.2「特定技能」を選択する要因

ここでは、本研究において唯一 「特定技能」を選択すると回答したUさ んのインタ

ビューデータを通して、 「特定技能」を選択する要因を分析する。

《Uさ ん(ベ トナム)の 事例①》 【アルバイ ト先への就職】

〉:(省 略)こ の ビザ をも らうと卒業 した後 、この、(今 のアルバイ ト先)と 同 じと

ころでずっ と働 くことができるで しょ う。

U:で きます?

〉:う ん。

U:で きます?

(省略)

U:(今 のアルバイ ト先)で も 「特定技能 」の ビザ できますか。

この後、アルバイ ト先に就職できる可能性に話が及ぶと、さらに 「できますか。」と

3度 繰 り返 して確認するほど 「特定技能」に強い関心を見せた。

《Uさ ん(ベ トナム)の 事例②》 【選択に転 じた理由】

U:(ア ルバイ ト先への就職は)男 だけ、女の子は、あの、家族できます。ちょっ

と難 しいです。家族がいるのは(ア ルバイ ト先で)就 職、女の子はあまりでき

ません。(省略)

U:で も今ちょっと(就 職に対 しての)イ メージ違 うんです。

〉 どんなイメージ?

U:は い。長い時間 日本で働いてもうちょっ と育った時は(成 長 してから)ベ トナ

ムに戻 ります。(省略)ビ ザができる時は20年 ぐらい。

ここでは、Uさ んは、アルバイ ト先で女性は就職できないと聞き、就職を断念 した

ことが語 られている。 しかし店長に確認 したわけではなく、アルバイ ト先の先輩か ら

聞いた話であることがこの部分に続くインタビューから判明す る。つまり確実な情報

ではなく、噂 レベルでアルバイ ト先への就職を断念 したことになる。この判断は、特

定技能制度もしくはアルバイ ト先への就職にそれほど魅 力がなかったためとも考えら

れ る。そして、女性は就職できないと思ったことが、就職のイメージを変えるきっか

けとな り、飲食店ではなく会社で 「20年ぐらい働 きたい」とい う 「特定技能」では得
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られない条件での就職を希望するようになった。

本事例では、「働 く留学生」は進路の選択肢として特定技能制度をどのように捉える

かとい う問いに対す る一つの回答を示 している。特定技能制度による日本滞在は在留

期間が5年 とい う制限があることと、家族帯同ができないとい うことなどのデメリッ

トが大きく、進学を通 しての自己実現ができない制度と捉えられており、「特定技能」

は本事例における 「働 く留学生」の進路の選択肢にならない とい う結果 となった。以

上の結果から本事例の範囲において 「働 く留学生」の進路決定に関する特徴 として次

の5つ が挙げられる。① 日本で就職を希望 している。②アルバイ ト先で就職を希望す

る者が多い。③特定産業分野でアルバイ トに従事している者が多い。④ 「特定技能」

を進路として選択 しない。⑤ 「特定技能」を選択 しない主な要因は、制度の制限性(在

留期間が最長5年 ・家族帯同の制限)お よび、進学を主とした上昇志向を有すること

によるものである。

6.考 察

6.1「特定技能」は 「働 く留学生」の新たな進路となるのか

本研究では、「特定技能」対象業種であるアルバイ ト先で就職を希望する者が多い一

方で、それを可能にする 「特定技能」を進路の選択 として選ぶ者はなく、筆者の仮定

した結果 とはならなかった。この一見矛盾す る結果について、特定技能を選ばない要

因 と彼 らにとっての日本での就職が意味す る範囲を合わせて考えることで、なぜ 「働

く留学生」が特定技能による就職を日本語学校卒業後の進路として選択 しないのかが

見えてくる。

「特定技能」が創設されるまでは、留学生が就労するときに取得する在留資格は一

般的に 「技術 ・人文知識 ・国際業務」とよばれる就労ビザであった。就労ビザの特徴

は更新回数の制限がなく(実 質的に在留期間に制限がないことを意味する)、家族帯同

も可能である。本研究では、就職後の希望在留期間が5年 以上 とい う回答が21人 中

16人(76%)と 多数をしめており、より長期間の在留を望む傾向が見 られた。個別の

事例では、Uさ んは 「ビザができるときは20年 くらい」と回答 している。また、特定

技能を選ばない要因の うち、制度に関わる回答(全17件)の 内訳は 「在留期間の制限」

が53%(9件)、 「家族帯同の制限」が29%(5件)で 、この2つ 要因を合わせると82%

を占めていた。こうした回答から、「働 く留学生」たちが考える 「日本で就職をす る」

ことの意味に、在留期間に制限がないことおよび家族帯同が可能であることが条件 と

して含まれていたと考えられる。言い換えれば日本で就職することは、労働 ・無制限

の在留期間 ・家族帯同の三要素(以 下、就職の三要素)を 前提 とした概念で捉えられ

ていたのであろう。つま り、希望するアルバイ ト先に就職できたとしても、「特定技能」

では就職の三要素の1っ しか満た してお らず、「働 く留学生」にとっての就職条件 とし

ては不十分な制度 と言える。

特定技能制度については、すでに述べたとお り、また、特定技能2号 の対象業種を

拡大するという特定技能制度見直 しが検討 されている。この狙いは、在留期間更新の
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回数に上限がなく、家族帯同が可能な特定技能2号 の対象業種を拡大することにより、

「特定技能」取得者を増やすことだと考えられる。制度見直しが実現すると、就職の

三要素が満たされ、特定技能の選択における前提 自体が変化する。そのため、今後は、

制度の見直しにより、特定技能を選択する 「働 く留学生」が増える可能性がある。

6.2「働 く留学生」は 「偽装留学生」なのか

6.2.1「働 く留学生」のポテンシャル

「働 く留学生」は 日本にとって次の3つ のポテンシャルを有する人材だ と考えられ

る。1つ 目は、中間人材としてのポテンシャルである。中間人材 とは、2018年 規制改

革推進会議の保育 ・雇用ワーキング ・グループに提出された資料 「外国人留学生の日

本での就業における課題 と対応策5」 において 「日本語学校や、専門学校にいる場合

が多く、日本語のレベルがある程度高い。『高度人材』ほどのポテンシャルがなくても、

率直で従順な人柄が評価 されて採用に至る事例が多い。特に 『人手不足』に課題があ

る企業にとっては、最も採用 ・活用が容易な外国人材」(内閣府2018)と 説明されて

いる。また、特定技能制度が開始 される直前の新聞報道6で は、「アルバイ トか らの採

用ならば教育に時間がかからない。(特定技能1号 の)在 留期間が5年 間しかない中

で、店長にしていきたい」 と大手飲食チェーン店人事担当者の声が紹介 されている。

これらのことから、「働く留学生」は人材不足に悩む企業において、中間人材 として即

戦力かつ主戦力として活躍が期待 されていると言えるだろう。

2つ 目は高度人材 としてのポテンシャルである。矧ll(2019)は 、 日本語学校留学

生は教育を受けた上での就労を希望している可能1生について言及 している。また 「留

学生30万 人計画骨子検証結果報告(「留学生30万 人計画」関係省庁会議2021)で

は、 日本語学校留学生の卒業生の約8割 が国内の高等教育機関に進学しており、 日本

語学校は日本語能力が十分ではない外国人留学生を我が国の高等教育への橋渡 しを円

滑にし、最終的に高度人材を育成するプロセスの一端を担っていると報告 している。

本研究の事例において、「働く留学生」は目本語学校で高度人材を育成するプロセスの
一部をすでに受けてお り

、その中でも上昇志向を有する者は、高度人材に成長するポ

テンシャルを有する者だと言えよう。

3つ 目の 「働く留学生」のポテンシャルは、高い人的資本を有する人材であること

だ。人的資本 とは、一般的に個人の持って生まれた才能や能力と、教育や訓練を通 じ

て身につける技能や知識を合わせたもの(OECD2007)で ある。特定技能制度が開始

された約1年 後に株式会社アイデムによって行われた 「特定技能外国人受け入れに関

する調査」(n=860)で は、特定技能外国人を採用する予定のある企業は日本語レベル

の保証 と、生活の支援が課題 と捉えられてお り、4割 が不安を抱えていることが明ら

5株式 会社 ソーシャライズ代表取締役社長 中村拓海氏がWorldot社 の求職者面談 ・評価による分類を

加えたもの
6「特定技能で正社員採用の動きも外国人労働者 『新規参入』の外食業」『毎 日新聞』電子版2019年

(2020年7月11日)3月28日くhttps://mainichi.jp/articles/20190328/kOO/00m/040/054000c>
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かになっている(PRTIME2020)。 一方で、「働 く留学生」は日本語学校在籍時に日本

語と生活全般に関して多岐にわたる支援や指導をすでに受けているため、こういった

課題をすでに克服 している。つまり、「働 く留学生」は高い人的資本をすでに身につけ

ている人材であると言える。

以上3点 から 「働 く留学生」は多面的なポテンシャルを有する外国人労働者 と捉え

ることができるため、「偽装留学生」と異なる存在であり、今後 日本社会で活躍が期待

される存在だと言えよう。

6.2.2留学生の視点と日本語能力の問題

「特定技能」を選ばない理由の うち特定技能の制度面以外では、上昇志向を希望す

る内容(キ ャリアアップを目指すなど)の みであった。ここから 「働 く留学生」は一

時的な出稼ぎを目的に来 日しているわけではなく、中長期的な展望をもって来日し、

進学することで 日本での就職を希望していることが示唆される。この結果により、「偽

装留学生」を巡る議論に対 して新たに留学生の視点を加えることができたと言えよう。

ここで考えなければならないことは、非漢字圏出身の留学生が日本語学校での在籍

を許された2年 間の うちにN2に 合格することが非常に困難なことである。多 くの 「働

く留学生」が進学する場 含、N2レ ベルに到達 しない留学生が高等教育を受けることと

なる。しかし、N2を 持たない者に対して、高等教育の質を維持することは困難である

ため、井上がJLPTN2以 上の 日本語能力とい う評価基準を明確に示 し、日本語学校留

学生の 日本語能力が低下していることを問題視する意義は大きい。麹liが指摘する通

り日本語学校留学生は教育達成の中で就労を希望 しているのであれば、どうすれば限

られた期間内で非漢字圏留学生にN2を 取得 させることができるかとい う課題の解決

方法を模索しなければならない。

7.今後の課題

本調査を行った2019年 は特定技能元年であり、進路選択の時期に 「特定技能」を選

択 した留学生の先行事例がなかったことが調査対象者に影響を与えた可能性がある。

そのため、前例を参考にできる施行2年 目以降の留学生の動向は注目に値する。また

調査実施時期が、新型コロナウイルス感染症が発生する前年であったため、新型コロ

ナウイルス流行の影響を考慮する必要もある。さらに大きな影響が考えられるのは、

今後予定されている特定技能制度の見直 しである。特定技能2号 の拡大が実現すると、

在留期間の制限が実質上なくなり家族帯同も可能となる。その結果、就職の三要素が

満たされることになり、「働く留学生」が特定技能を選択する前提条件が変化する。一

方、本調査の範囲では特定技能制度を選択 しない要因は 「働 く留学生」が就職の三要

素を必要 としていることのほかに、上昇志向を有することであったことを考慮す ると、

制度の見直 しが 「特定技能」を選択する 「働 く留学生」の増加に直結するかは疑問で

ある。 この間に答えるために、今後の制度の見直 しが 「働 く留学生」の 「特定技能」

に対する意識および選択にどのような影響があるのかを追 うことが重要である。
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